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マーケティング機能再構築

Ⅰ	 日本企業のブランディングにおける問題点

日本企業にとってブランディングという
と、広告宣伝を通じたブランドイメージ形成
の印象が強い。その背景には、日本企業は良
い製品を作っていれば売れるという成功体験
があり、ブランディングを十分に行ってこな
かったことがある。ブランディングは、ブラ
ンドに対する共感や信頼などを通じて商品価
値を高める一連の活動であり、企業が提供す
るサービスの価値にコミットメントしていく
ことである。

各企業は今一度、何を実現したいかについ
て企業理念など原点に返り、ブランディング
をする必要がある。その際、企業理念に立ち
返り、実現したい価値を明確に定めた上で、
コーポレートブランディング、製品ブランデ
ィングなどの体系を整理し直すのである。コ
ーポレートブランディングは、企業がステー
クホルダーと共有したい企業の社会的イメー
ジである。それに基づいて製品・サービスの
ブランディングを行い、他社との価値の差別
化をして、かつうまく伝えなければならな
い。

しかしながら、日本企業の現状を見るとブ
ランディングにおいて次のような問題を抱え
ている。①経営層の認識の低さ、②事業活動
とコーポレートブランディングのつながりの
弱さ、③顧客に対する巻き込みの弱さ、であ
る。

1	 経営層の認識の低さ
経営者にとって、ブランディングは広告宣

伝活動という認識があるため、会社全体の課
題としては上がらず、十分なリソースの投入

がされないことがある。ブランディングに
は、コーポレートブランディングと製品・サ
ービスブランディングがあるが、日本企業に
はブランディングについての認識が低い。コ
ーポレートブランディングと製品・サービス
ブランディングそれぞれについて、課題を述
べていく。

（1） コーポレートブランディング

企業のブランディングに求められているの
は、BtoB、BtoCにかかわらず、ビジョンを
明確に示し、コミットメントすることであ
る。日本企業は、良い品質の製品を提供する
という意味ではレベルが非常に高い。昨今、
品質問題も増えてきてはいるが、それでも日
本企業の品質レベルは依然、非常に高いとい
える。しかしながら、企業は自社がどのよう
な価値を提供するか、コミットメントを示さ
なければならなくなっている。昨今のESG

（Enviroment（環境）、Social（社会）、Gov-
ernance（企業統治）の頭文字で、企業の持
続的な成長に必要な視点とされている）意識
の高まりにより、どのような社会的課題に着
目し、解決したいと考えているのかを明確に
し、その実現をコミットメントすることがブ
ランディングとして求められる。

ブランディングに成功している企業の多く
は、企業理念に立ち返り、将来の世の中の変
化を見たときに、自社がどのような価値を提
供するべきかを明確に定めている。

（2） 製品・サービスブランディング

日本企業は品質に対する非常に強い成功体
験を持っていることから、高品質のものを世
の中に提供していれば販売実績が上がる、と
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いう思い込みが強く、ブランドへの投資を十
分にしてこなかった。1980年代に日本の工業
製品は品質で認められて「Japan as No.1」
と称賛され、日本のものづくりとその品質は
神話のようになり、DNAとして埋め込まれ
ている。

ブランディングはブランドにまつわる活動
そのものであるが、ブランドには、他社製品
と識別するという意味合いもある。それは、
顧客との信頼を構築するために重要である。
日本企業は、「品質への信頼」というブラン
ドに関しては、かなり構築できているといえ
る。そしてそのため、日本企業はブランドに
おける訴求が品質や機能中心になっていると
もいえる。たとえば、世界最小、最速など、
機能に関する訴求が目に付く。

しかしながら、それは消費者にとってはほ
とんど意味をなさないことがある。行き過ぎ
た機能訴求は消費者というより、むしろメー
カー視点が際立ってしまう。行き過ぎた品質
重視はともすれば品質偏重となり、いいもの
を作っていさえすれば顧客が買ってくれると
いう思い込みがどこかに残ってしまう。多く
の製品において市場が成熟し、モノからコト
へ、機能的価値から感性価値へと顧客の選定
基準が移行する中で、ブランディングの重要
性は高まっている。

さらに、デジタル化により、多くの製品は
コモディティ化してしまい、品質だけでの差
別化が難しくなっている。そのため、日本の
家電メーカーや携帯電話における地位の低下
が起きた。今こそ、商品の機能性を向上させ
るだけでなく、感性価値にも訴求できるブラ
ンディングがより一層、重要になっている。

感性価値とは、機能や品質などの信頼性、

価格などの機能価値とは別で、顧客の感性に
働きかけて感動や共感といった形で顕在化す
る価値である。たとえば、他者から憧れられ
るものの購入、もしくは、自分にとって心地
よいものを獲得したいという自己実現を満た
すことは、代表的な感性価値である。また、
エコロジー製品のように購入することで世界
に貢献できたり、クラウドファンディングの
ように購入することで事業者を育てたりする
といったことも感性価値に訴求する。その商
品を手に取っただけで優越感が持てる感性価
値は、日本企業よりアップル、BMW、メルセ
デスベンツなどの欧米企業の方が優れてい
る。

このように、日本製品は感性価値のアピー
ルをあまり得意としていない。カタログに表
記できる機能的価値での差別化に走りがちだ
からだが、感性価値は高度なブランディング
により伝わるものであるため、ブランドの価
値を消費者に正しく伝える活動がないと、高
めることができないのである。

2	 事業活動とコーポレートブラン
ディングのつながりの弱さ

コーポレートブランディングは、企業理念
に基づき、企業が中長期でどのような価値を
実現したいかを明確にする。またどのように
実現するかについても示さなければならな
い。中長期的に実現したいことと現在の事業
活動がどのようにつながるのかを念頭に置き
つつ提示できると伝わりやすいが、今のとこ
ろ、ブランドステートメントと事業との間に
は距離があると言わざるを得ない。それでは
ブランディングが形骸化してしまう。
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3	 顧客に対する巻き込み力の弱さ
デジタル化が進むにつれて、企業が提供す

べき価値は変化している。デジタル化によっ
て顧客と企業の距離が縮まり、過去は卸、販
売店経由で取得していた顧客の情報を、EC
による販売やSNSなどで、ダイレクトに知る
ことができる。このようにデジタル化が進展
する昨今、企業は顧客と共に価値創造するこ
とが求められている。そのため、ブランディ
ングも以前のように広報、宣伝などを一方的
に伝えるだけでは不十分であろう。

顧客は一方的に製品を提供されるのではな
く、企業の価値実現のプロセスに参画するこ
とを望んでいる。ところが現在の日本企業の
多くは、ブランディングにおいて顧客の巻き
込みが十分ではなく、メッセージが一方通行
になっている。

Ⅱ	 解決の方向性

解決の方向性として、①提供価値実現のコ
ミットメント、②事業活動を通じたブランド
強化シナリオの作成、③価値を共創するブラ
ンディング、がある。

1	 提供価値実現のコミットメント
ブランディングは、企業が顧客にとっての

価値を構築する活動であるが、マーケティン
グを通じて企業は選ばれなければならない。
自社がどのような価値を実現したいのかを明
確にしなければならないという意味では、ブ
ランディングは顧客などのステークホルダー
との約束であるといえる。その約束を具体的
な言葉で表したものがブランドステートメン
トである。企業のミッション、価値観を明文

化したもので、自社がどのような価値の実現
を行っていくかを明確に示したものといえ
る。

マーケティング活動を刷新するに当たり、
自社がどのような価値を実現したいのかを明
文化し、対外的に提示する意義は大きい。そ
してこのことは対外的にだけでなく、社内の
意識を一つにまとめていく上でも大変大き
く、意義のあることである。ブランドステー
トメントは出しっ放しでは、逆にブランドを
棄損するものになりかねない。従って外部に
出すということは、社会との約束をしたとい
うレベルまで、社内の理解レベルを上げてい
かなければならない。ブランドステートメン
トに対する理解を全社規模で進め、どのよう
な価値を実現したいのか、そこに向けて自社
はどのような歩みをしなければならないのか
といった目的意識を醸成することが求められ
る。

たとえばリコーは、ブランドメッセージと
して「imagine.change.」を掲げている。こ
れは、同社が顧客の仕事や暮らしをより良く
する新しい考え方や方法を生み出し、常に進
化することを示している。想像力豊かな発想
が変革の原動力であり、それがリコーブラン
ドの核心である。同社が顧客のビジネスにど
のように新しい価値を届けるのか、市場とど
のようにかかわるのかについて、「imagine」
と「change」という簡潔な2つの動詞で表現
している。

2	 事業活動を通じた
	 ブランド強化シナリオの作成

コーポレートブランディングで合意したこ
とは、現在の事業とのつながりを明確に提示
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できなければならない。たとえば、リコーは
前述したようにブランドメッセージとして

「imagine.change.」を掲げるほか、コーポレ
ートブランドストーリーとして、技術、エン
ジニアリング、卓越したものづくりの力で、
プリンター、複写機、ファクシミリといった
オフィスオートメーション時代の先駆けとな
り、ビジネスに革命をもたらした歴史を明記
している。今後もクラウド技術など変革する
ICTを駆使してビジネスに変革をもたらすた
め、スマートインテグレーションというプラ
ットフォームを提供して複合機とクラウド環
境を連携し、顧客の働き方の革新を実現しよ
うとしている。このようにブランドステート
メントやブランドメッセージなどで示したこ
とを、どう実現するかについて明確にしなけ
ればならない。

3	 価値を共創するブランディング
デジタル化の時代において顧客との距離は

縮まっており、デジタル技術を活用すれば顧
客と価値を共創できる。ブランディングもそ
ういった活動にならなければならない。

フィリップ・コトラーは『コトラーのマー
ケティング4.0』で、顧客と共に価値実現を
することが大事だと述べている。こうしたマ
ーケティングの変化に伴い、ブランディング
も変化していかなければならない。コーポレ
ートブランディングにおいて、顧客と価値観
を共有し、共に価値を創出するブランディン
グが必要となる。アップルなど世界のリーデ
ィング企業は、直接的な顧客体験（CX）や
顧客からのフィードバックといった経験を通
じてブランドを築いている。

現在、SNSなどの個人発信が影響力を増し

ている。企業のブランディングに関する影響
力も、これら個人の発信する口コミを無視す
ることはできない。ある意味では、企業が一
方的に伝える広告などによるコーポレートブ
ランドや製品ブランドなどのイメージより、
それらのサービスを体験した顧客の発信がブ
ランディングにおける影響力を有していると
言ってもいい。そのため、企業は顧客と共に
ブランドを創出する姿勢を持たなければなら
なくなっている。

デジタル化の時代におけるブランディング
は、企業のビジョンを顧客に伝え、製品やサ
ービスを顧客と共に体験し、顧客がそれを発
信することで、価値を共創していくことにな
る。企業が顧客とビジョンを共有しながら価
値を共創するには、コーポレートブランディ
ングでビジョンを共有して価値を生み出す活
動を促し、顧客とコミュニティを形成するこ
とが求められる。

中国のスマートフォンメーカーである小米
科技（シャオミ）は、スマートフォン事業に
おいて顧客の声を迅速に集め、それらを商品
開発に活かしている。小米の強みは保有する
コミュニティにある。同社は会員制コミュニ
ティサイトを通してユーザーに製品に関する
情報や使用方法を伝えている。同時に顧客か
らのフィードバックや開発部門への技術的質
問を受け付け、その開発をオープンソース化
するというユーザー参加型の製品開発を行っ
ている。そこからコアなファンを見い出し、
その顧客と共にブランディングを行ってい
る。

米国のハーレーダビッドソンも顧客と共に
ブランド価値を創造している。決して燃費の
良いバイクではないし、他社製品と比較して



マーケティング機能再構築

53第6回　ブランディング

スペックが優れているわけでもない。エンジ
ン音が大きく高価格であるが、熱狂的なファ
ンがいる。ハーレーダビッドソンのファンは
ファン同士で経験を共有し、それがさらにハ
ーレーダビッドソンの価値を高めている。機
能価値よりもハーレーダビッドソンに乗るこ
とで生活がより豊かになる、カッコいい。そ
ういったことがハーレーダビッドソンにもた
らされる感性価値であり、その価値はメーカ
ーとユーザーが共創しているものである。

BtoBの事例としてはコマツ（小松製作所）
が挙げられる。同社が提案する施工ソリュー
ションの「スマートコンストラクション」
は、デジタル技術を最大限に活用したブラン
ディング活動である。コマツは経営の基本と
して「品質と信頼性」を追求し、「社会を含
むステークホルダーからの信頼度の総和の最
大化」を掲げている。それを実現するための
行動様式として「コマツウェイ」を位置付け
ている。

コマツウェイは、経営層を含むコマツグル
ープすべての社員が現場や職場で永続的に継
承すべき価値観であり、同社の成長・発展の
中で創業者の精神をベースに先人たちが築き
上げてきた同社の強さ、強さを支える信念、
基本的な心構えと持つべき視点、それを実行
に移す行動様式（スタイル）を明文化したも
のである。

その一環としてブランドマネジメント活動
を行っており、顧客のニーズを理解し、実現
に向けて共に推進している。さらには、社会
的課題に対するビジョンとして、建設業が抱
える人手不足を解決するためにクラウド技術
などのICTを活用し、スマートコンストラク
ション事業を推進している。このスマートコ

ンストラクションに参画している建設施工会
社は、共に同じ課題を解決する目的に向か
い、価値を共創する関係性を構築して、コマ
ツのブランド価値を高めている。

Ⅲ	 先行事例

先行事例として、ヤンマー、マツダについ
て述べる。

1	 ヤンマー
（1） ブランディング強化の経緯

1912年に創業したヤンマーは、33年に世界
で初めてディーゼルエンジンの小型・実用化
に成功した。「農家の方たちを楽にしてさし
あげたい」という創業者・山岡孫吉氏の思い
の下、農作業の負担を劇的に減らすなど、
100年以上にわたり世界最先端のテクノロジ
ーで新たな価値を生み続けてきた。人々の暮
らしを豊かにする革新性こそが同社のDNA
であり、その事業フィールドは、農業機械・
農業施設、小型エンジン・大型エンジン、建
設機械、エネルギーシステム、マリン、工作
機械・コンポーネントの 6 事業へと広がり、
今では世界中の国々で事業を展開している。

同社は2012年に創業100周年を迎え、次の
成長のステージに進むため、「TECHNOLO-
GY×SERVICE×HOSPITALITY」 を キ ー
ワードを掲げ、未来を切り拓く「YF2112」
という取り組みを進めた。キーワードの 3 つ
の単語は、同社が100年培ってきた世界最高
レベルの技術力、360°あらゆる視点から考え
ぬくサービス、そして、顧客自身も気づいて
いない本当のニーズを先回りして叶えるホス
ピタリティ、を意味する。そして、そのすべ
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てを極め、掛け合わせることで、常に顧客の
想像を超えるソリューションを提供し、顧客
の求める一歩先の満足を生むソリューション
エンジニアリングで世界唯一無二の存在にな
ることを、同社が目指す「プレミアムブラン
ド」の姿として定義した。

さらに同社は、この新しいビジョンを製
品、サービス、イベント、広告宣伝・広報活
動など、あらゆるタッチポイントで世界中に
発信するために、ブランドアイデンティティ
を一新した。元来、ヤンマーブランドは「ヤ
ン坊マー坊」のイメージが強く、古く歴史が
あるブランドとして親しみやすい反面、ディ
ーゼルエンジンと農機のイメージが先行して
いた。グローバルに事業展開しているもの
の、事業領域も正しく伝わっていなかった。
そこで、100周年というきっかけに、ヤンマ
ーというブランドを正しく伝えること、そし
て、その活動を事業体ごと、ばらばらに行う
のではなく、ヤンマー全体として、一つのメ
ッセージを出すことを決めた。

この流れの中で、プレミアムブランドプロ
ジェクトが始まった。具体的な実施事項とし

て、①ブランドステートメントの策定、②ブ
ランドステートメントの伝達、③プレミアム
ブランド活動の開始、④持続可能な農業の実
現に向けたアグリソリューションセンター、
⑤海外でのブランドの浸透、の 5 点が挙げら
れる。

①ブランドステートメントの策定
ヤンマーは、創業100年を迎えるに当た

り、2012年にミッションステートメント、
「わたしたちは自然と共生し、生命の根幹を
担う、食料生産とエネルギー変換の分野で、
お客様の課題を解決し、未来につながる社会
と、より豊かな暮らしを実現します」を策定
した。そして、同社が現代社会の抱える多様
な問題や要請に向き合って対応し、社会の発
展にさらに貢献していくために、創業から
100年以上受け継がれてきた創業者の精神
を、16年にブランドステートメント「A SUS-
TAINABLE FUTURE」として昇華した。
その中で、同社が目指す下記の 4 つの社会を
VISIONとして定義した（図 1 ）。同社が展
開するすべての事業は、この 4 つのVISION

図1　YANMAR’s FUTURE VISION

出所）ヤンマー
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の実現を目指している。

②ブランドステートメントの伝達
ヤンマーは策定したブランドステートメン

トを実現するために、社外だけでなく、社内
にも同じメッセージを出している。そして、
社員一人一人がアンバサダーとして活動する
ことが、ブランドステートメントで示してい
るVISIONの実現に不可欠であると考えてい
る。

これらのブランドステートメントを社内で
浸透させるために、ステートメント制定の翌
2017年には、山岡社長と若手社員との座談会
を年間 4 度実施した。それと並行して、事業
部ごとに事業トップと若手の座談会を行い、
録画して社内報で流すことにより、ブランド
ステートメントの浸透を推進した。さらに、
4 つのVISONを表現する写真や絵を社員か
ら社内報用に募集するなどの活動を推進して
いる。

また、ミッションとブランドステートメン
トの位置付けについて議論する国内、海外現
地法人の部課長層を対象にした「ミッション
研修」も開催している。

さらに、同じくブランドステートメントを
制定した16年の「第 4 回YWK（Yanmar Way 
by Kaizen）グローバル大会」では、改善活
動や生産効率化だけでなく、各事業部がどの
ようにして「A SUSTAINABLE FUTURE」
を実現させるのか、具体的な計画と併せて発
表し、お互いの理解を高めた。

このブランドステートメントは、創業者山
岡孫吉氏の「燃料報国」という考え方を現代
の社会に反映したものである。燃料を大切に

使い、国の発展に貢献したい、最小の資源で
最大の豊かさを実現することは、創業者の思
いから現在につながる同社の技術コンセプト
である。

日本企業には「いいものを作っていさえす
れば売れる」という成功体験があるが、自社
の技術への想いや技術開発を通じて、実現し
たいことを明確に伝えなければいけない。同
社は創業100年を機会に大きく変わり、創業
者の時代から続いている経営者の想いを、具
体的な言葉や製品にして伝えることで、大き
く変革した。

③プレミアムブランド活動の開始
2012年10月から佐藤可士和氏がクリエイテ

ィブディレクターに就任し、プレミアムブラ
ンド活動が始まった。この活動により、
WebサイトのリニューアルやロゴもFLY-
ING-Yとして一新された。社名の由来である
オニヤンマの羽をイメージして、社名の頭文
字のYをモチーフにし、新しいアイデンティ
ティを開発した。

また、農業のイメージを変えるためのアグ
リウェア（農作業着）も打ち出した。これら
はヤンマーの新しいコンセプトを、一番に理
解してもらうべきは既存の顧客であるとして
いる。工業デザイナーの奥山清行氏がデザイ
ンしたトラクターも著名ファッションデザイ
ナーである滝沢直己氏がデザインしたウエア
も、顧客から高い評価を得ることができた。
その結果、ヤンマーの新しいイメージを伝え
ることに成功した。それだけでなく、それま
で同社と付き合いのなかった顧客からも反響
が寄せられた。

100周年を記念して本社ビルを一新し、ゼ
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ロエミッションを目指すFLYING-Yビルとし
て発表した。ビルを一つのブランド発信ツー
ルに据えた活動の結果、年間3000人以上が本
社の見学に訪れ、同社の企業ブランドを体現
したビルを通じて、ヤンマーという企業を体
験している。このビルでは、同社の農機を使
っている農家から仕入れた野菜を提供する社
員食堂（プレミアムマルシェ大阪）を週末に
一般開放しており、農家と消費者の接点を創
っている。

そして、ブランドを浸透するためにさまざ
まなイベントを実施している。たとえば、ヤ
ンマーのブランドを浸透するため、食のプレ
ミアムマルシェを展開。東京八重洲駅前には
サントリーの協力を得て「The Farm To-
kyo」を期間限定で展開し、オープンスペー
スにて、バーベキューの仮店舗を展開した。
これらのイベントは農家と消費者を直接結び
付けたいという同社の想いであり、現在は食
事業推進室がイベントをリードしている。

④持続可能な農業の実現に向けた
	 アグリソリューションセンター
ヤンマーは、顧客にとっての商売道具でも

ある農業機械を長く安心して使ってもらうた
め、また、農業を持続可能な産業に発展させ
るため、農業の盛んな北海道江別、宮城県仙
台、九州熊本にアグリソリューションセンタ
ーを設置している。このセンターは、農作業
時期前の点検整備や農作業が盛んな期間の通
常修理対応だけではなく、顧客にセルフメン
テナンスの講習や農業機械の勉強、新しい技
術の紹介、あるいは困りごとに対する提案や
直接解決を実施している。

これは同社が製品を売るだけの「モノ売

り」から、農業全般におけるさまざまなソリ
ューションの提供によって顧客の生産性向上
や収益最大化に向けた「コト売り」を目指
し、産業としての農業の底上げに貢献しよう
とする企業の姿勢を意味する。今後も同社は
魅力的な商品を作るだけではなく、顧客であ
る農家が収益を上げ、より豊かな暮らしを実
現する仕組みを考え、農家の良きパートナー
としての地位を確立するために活動する。

⑤海外でのブランドの浸透
ヤンマーはブランディング活動をグローバ

ルに展開している。同社の売上比率は50％が
国内、50％が海外である。社員数はグローバ
ルで約 2 万人、海外にはその 4 分の 1 の約
5000人が働いている。しかしながら、国内ほ
ど同社の認知度が高くないため、海外でのコ
ーポレートブランディングを積極的に展開し
ている。

たとえば、同社の経営理念についてのビデ
オを作って海外で流したり、海外の展示会を
国内と同様にブランドイメージを統一し、規
定、ガイドライン、ビジュアルアイデンティ
ティを統一したりしている。海外市場ではデ
ィストリビューターやディーラー経由での販
売が行われているため、商品やサービス、ま
たその価値の理解促進に向けたディーラー向
け研修を継続的に行っている。また、海外現
地法人と協力し、現地販売網や顧客における
ヤンマーという企業に対する正しい理解の向
上に努めている。

さらに、海外での認知度を上げる活動とし
て、サッカーやセーリングのイベント、ある
いはチームのスポンサーシップを活用した取
り組みを行っている。これまでサッカーで
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は、過去にマンチェスター・ユナイテッド、
現在でもニューヨーク・レッドブルズや、東
南アジアサッカー選手権やVFFベトナム代
表チームなど、セーリングではアメリカズカ
ップやドラゴンクラスなどへの協賛を行って
きている。これは単なるロゴの露出だけでな
く、営業・マーケティング活動やホスピタリ
ティープログラムとも連携させて、顧客やパ
ートナーとの関係強化、新規顧客とのネット
ワーキング構築にも活用している。

（2） ブランディング活動の成果

成果としては、日本経済新聞が実施してい
る「日経企業イメージ調査」においてブラン
ド力が飛躍的に向上した。特にビジネスパー
ソン向けには、テクノロジーカンパニーとい
うイメージが非常に強く認識されるようにな
った。たとえば、「技術力がある」の設問に
ついては、2018年の71位に対して19年は37位
と躍進した。総合順位も18年度の234位から
19年度は92位に上がった。「社会貢献に積極
的なブランドである」という評価も140位か
ら54位に上昇しており、活動の成果が着実に
ブランドイメージの向上に表れている。

その結果、ヤンマーへの入社希望者は新卒
でも中途でも増加しており、良質な人材を集
めやすくなった。広報活動においても同社へ
の取材依頼が増加し、TV、雑誌、オンライ
ンメディアなどでの露出が飛躍的に増えた。
これらは、ヤンマーが自社の価値や社会的課
題に関するビジョンを明確に定義し、それら
を世界各地域でぶれることのないメッセージ
として発信し続けた成果の表れであろう。

2	 マツダ
（1） ブランディング改革の経緯

マツダは、1980年代から90年まで成長を続
け、国内には 5 つの販売チャネルを有してい
た。ところが、バブル経済が崩壊し、拡大政
策のツケを負うこととなった。1991年から
2000年にかけて業績は水面下に沈むこととな
った。1979年11月、フォード・モーターがマ
ツダ株24.5％を取得して資本提携を結び、96
年 5 月には出資比率を33.4％に引き上げた。
そして同年、フォード・モーターから送られ
たヘンリー・ウォレス氏が社長に就任した。
99年、当時のマーク・フィールズ社長は一気
に負の遺産の清算を行った。同時にマツダが
どのような会社を目指すのか、明確化に着手
し始めた。

奇しくも01年に大きな赤字を記録している
が、同社は負の遺産の清算としては早期退職
制度を採用し、2200人もの人員整理を行っ
た。同時に、2002年にブランドメッセージを
発信している。負の遺産を清算して業績回復
を目指すと共に、将来への布石としてブラン
ドメッセージを打ち出した。それが「Zoom-
Zoom」である。当時のフォード・モーター
には、ボルボ、ジャガー、ランドローバー、
アストンマーチン、マツダ、あるいはフォー
ド内に、もともとあるマーキュリーやリンカ
ーンなど、多くのブランドが乱立していた。

こうした中、それぞれのブランドがどのよ
うな個性をもってグローバルで生き残ってい
くかをしっかりと考えるように、との指示が
フォード・モーターから下りていた。各社が
ブランドの独自性を定義する中で、マツダが
考え出したのがZoom-Zoomであった。Zoom-
Zoomは赤ちゃんの言葉である。子供のとき
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に感じた動くことへの感動を愛し続ける顧客
のために、心ときめくドライビング体験を提
供する商品作りを目指すという同社のブラン
ドを表す。それを 1 本のビデオで表現した。

さらに同社は危機に瀕している企業の生き
残 り 戦 略 を 策 定 す る た め、01年 にMBLD

（MAZDAビジネスリーダーシップデベロッ
プメント）をスタートした。全社員が自分事
として参加するプログラムである。シニアマ
ネジメントからさまざまな話を聞き、自分た
ちの仕事をどのように変えていくかについ
て、 1 日かけて議論する。

01年のMBLDのテーマは「Change or Die」
であった。これは新入社員から部長に至るま
で全社員が広島に一堂に会し、どうしたら同
社が生き残れるか、またそのために、変革を
どう進めるべきかについて、数週間にわたっ
て役職関係なく議論を重ねた。こういった進
め方はフォード・モーターからの移植であ
る。MBLDは現在も継続されており、同社に
とって非常に大きな資産となっている。

こうして1999年から始まった構造改革にお
いて取り組んだ新型車導入は、コスト削減な
どに為替環境の好転も重なり、当時の中期経
営計画「MAZDA モメンタム」の2006年度
末までの目標であった「営業利益1000億円以
上」および「純有利子負債自己資本比率100
％以下」を 1 年前倒しで達成し、05年度は過
去最高益を記録した。

自社のブランドコンセプトやMBLDで取
り組むべきことが明確に定まっていたため、
06年から次世代製品開発を開始することがで
きた。

（2） ブランドを確立する製品開発

マツダが次世代製品の開発を始めたのは
2006年である。12年から環境規制が厳しくな
ると分かっていたため、このままだと生き残
れないという強い危機感があった。そういっ
た大きな環境変化に備え、好調な06年から次
世代製品開発をスタートするべきだと考え、
クロスファンクションチームを立ち上げた。
バックキャスティングで具体的な製品開発の
アクションを定めていき、15年までのコーポ
レートビジョンを描いた。

そのような次世代技術商品開発をリードし
ていたのが、当時専務の金井誠太氏であっ
た。この活動がその後、同社を再生させる

「スカイアクティブ・テクノロジー」や「魂
動（こどう）デザイン」を生み出した。スカ
イアクティブ・テクノロジーは、エンジン、
トランスミッション、ボディ、シャシーとい
ったクルマの要素技術を磨き上げ、走りの楽
しさと優れた環境・安全性能をブレークスル
ーの考え方で両立させるマツダ独自の技術の
総称である。また魂動デザインは、クルマは
単なる鉄の塊ではなく「命あるもの」だと考
え、ドライバーとクルマの関係を、まるで愛
馬と心を通わせるかのようなエモーショナル
なものにするための造形を追い求め続ける、
としている。

これらは、同社がブランドメッセージであ
るZoom-Zoom、つまり、心ときめくドライ
ビング体験を提供する商品作りを目指すブラ
ンドになるため、根幹を成す開発コンセプト
となった。このように製品コンセプトを明確
にしていたため、07年にリーマンショックが
あったが計画通りに開発を推進することがで
きた。
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17年 8 月 に は「 サ ス テ イ ナ ブ ルZoom-
Zoom宣言2030」を発表し、17年までに世界
規模での平均燃費を約30％引き上げるとして
いる（図 2 ）。車両の軽量化、パワートレイ
ンの効率化、プラットフォームの見直しとい
ったベース技術を進化させた上で、アイドリ
ングストップやエネルギー回生、ハイブリッ
ドといった電子デバイスを段階的に導入する
という「ビルディングブロック戦略」を採用
している。

さらに10年10月、次世代技術の総称である
スカイアクティブ・テクノロジーとそれを構
成するパワートレイン、プラットフォームの
技術概要を発表したのである。
「サステイナブルZoom-Zoom宣言2030」で
は、地球領域で環境保全の取り組み、豊かで
美しい地球と永続的に共存できる未来を築い
ていく、としている。クルマのライフサイク
ル全体を視野に入れて、「Well-to-Wheel」の
考え方に基づき、本質的なCO2削減に向けた
取り組みを本格化すると宣言した。「Well-to-

Wheel」とは、燃料採掘から車両走行までの
意味である。同社では、本質的なCO2総排出
量削減には給油・給電後の車両走行段階にお
けるCO2排出量評価「Tank-to-Wheel」だけ
ではなく、エネルギー採掘・製造・輸送段階の
CO2排出量まで考慮した、「Well-to-Wheel」視
点での考え方が重要だと考えている。そして
同社は、「Well-to-Wheel」の企業平均CO2排
出量を、50年までに10年比90％削減すること
を視野に、30年までの50％削減を目指してい
る。

この実現に向けては、地域・国のエネルギ
ー政策や発電構成に応じたパワーユニットを
適材適所に展開するマルチソリューションが
必要であるとしている。実用環境下における
燃費改善とエミッションのグリーン化の効果
を最大化することを方針としている。この方
針に基づいて、今後も世界的に大多数を占め
ると予測され、CO2の削減に最も効果のある
内燃機関の理想型を追求し、効率的な電動化
技術と組み合わせて導入している。さらにク

図2　Well-To-Wheel, Tank-to-Wheelの概念

クルマのライフサイクル全体でのCO2削減に向け、Well-to-Wheel視点でのCO2削減に取り組みます

Well-to-Wheel（燃料採掘から車両走行まで）

材料製造・組立・破棄

LIFE CYCLE ASSESSMENT（ライフ サイクル アセスメント）

Tank-to-Wheel

井戸／Well

精製 タンク／Tank

内燃機関

車輪／Wheel

車輪／Wheel

EV／
Plug-in HEV

タンク／Tank
発電

E

出所）マツダ公式ブログより作成
https://blog.mazda.com/archive/20180427_01.html
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背景には、①ブランド構築をするための開発
生産現場が一体となる仕組み作り、②プロフ
ェッショナルを評価する人事制度、③店舗改
革、がある。

①ブランド構築をするための開発生産現場
が一体となる仕組み作り

マツダは、機能価値だけでなく感性価値も
含めて顧客に訴求する価値を最大化すること
を目指している。そのため同社が取り組んで
いるのが職人技の量産化である。職人技と量
産といった、相反することをいかに両立する
かということに真剣に取り組んでいる（図
4 ）。

職人の手仕事は、希少性や感動、つまり感
性価値に対しては訴求できるが、工業製品と
しての生産性を高めることはできない。一
方、機械、ロボットなどの自動化技術は生産
性が高く、短時間、低コスト、省エネルギ
ー、高精度で生産することができるが、希少

リーン発電地域や大気汚染抑制のための自動
車に関する規制がある地域に対して、EVな
どの電気駆動技術を19年から展開するとして
いる。

たとえば、電気自動車（EV）は、走行中
CO2排出量はゼロだが、エネルギー源の電力
を得る過程では発電方法によって異なる量の
CO2が排出されている（図 3 ）。また、世界
の国々では火力発電が多くの割合を占めてい
るところもある。ちなみに15年度の日本にお
ける電源別発電電力量は、石炭・石油・天然
ガス（LNG）が83.3％を占めていた注1。

より良い地球環境へ貢献するにはどうする
べきか。マツダは、車両走行時だけでなく、
クルマのライフサイクル全体での「Well-to-
Wheel」で、CO2排出量削減に取り組むことが
必要であると考え、製品開発を推進している。

（3） ブランド構築を支える仕組み

マツダがこのようにブランドを構築できた

図3　日本における電力ごとに排出されるCO2量の比較
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※発電燃料の燃焼に加え、原料の採掘から発電設備などの建設・輸送・精製・運用・保守などのために消費されるすべてのエネルギー
を対象としてCO2排出量を算出
出所）電力中央研究所「日本における発電技術のライフサイクルCO2排出量総合評価」報告書番号:Y06より作成

https://blog.mazda.com/archive/20180427_01.html
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産にその技術を取り込むことを可能としてい
る。それは魂動削りによる機械加工高精度化
や、切削負荷安定工法による高精度高速化、
魂動磨きといわれる生命観、躍動感を表現す
る形状の量産を実現している。

また、鮮やかさと深みを両立させた赤色、
ソウルレッドにこだわり、その塗装を両立さ
せる技術をプログラムされたロボット「匠塗
─TAKUMINURI」がある。これは塗料に含
まれるアルミ片を平滑に並べて塗装し、むら
を極力少なくする塗装技術をプログラミング
することで、ソウルレッドの量産を実現して
いる。こういったことが、機能価値だけでな
く感性に訴求する感性価値となり、ブランデ
ィングに大きく貢献しているのである。

②プロフェッショナルを評価する人事制度
マツダは、こういった匠の技術を有する職

人的プロフェッショナルを、会社の制度とし
てしっかり評価できるように評価制度を改革
した。職人レベルのプロフェッショナルは管

性、感動をもたらすことは難しく、感性価値
を高めることができない。そこでマツダは、
相反する要素といってもいいこの二つを実現
しようとした。希少性や感動をもたらす職人
技の量産化を目指したのである。生産開始の
2 年ほど前に、生産メンバーに新車のデザイ
ンを見せ、量産に際しての課題解決に当事者
意識を持たせている。

魂動デザインといわれる命の躍動感がある
デザインには、職人技が求められると同時
に、量産できるよう生産ラインに乗せなけれ
ばならない。生産メンバーが現場の職人やデ
ザイナーらと一体となって、実現に向けた議
論を繰り返す。

同社の生産部隊、開発部隊には、「御神
体」といわれる理想のフォルムを具象化した
原理モデルがある。何かがあれば常にその御
神体に立ち返り、目指すモデルと向き合うの
である。匠の職人がクレイモデル注2を削る
動きをモーションキャプチャーで取り入れる
ことで、コンピューターにより数値化し、量

図4　マツダのものづくり「Mass Craftsmanship」

ビジネス効率実現の考え方
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出所）マツダ
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理職クラスの待遇にし、新しい職種を設ける
ことで処遇を大きく変えた。これによりデザ
イナー、エンジニアなどのモチベーションを
大きく高めることに成功したのである。

一方で、こういった職人的技術を持ってい
る人材の高齢化に伴い、技術と人材の維持が
非常に難しくなっている。同社が唱える
Zoom-Zoom、すなわち、心ときめくドライ
ビング体験を提供する商品作りを目指すとい
うマツダのブランドを実現するには、こうし
た技術者は欠かせない人材である。だからこ
そ、非常に高いレベルの職人的技術を持って
いるデザイナーやエンジニアに対して、その
技量を適切に処遇できる評価制度を作ること
で、これらの人材がさらに高いレベルのモチ
ベーションを維持し、Zoom-Zoomを具現化
するような商品作りができているのである。

③店舗改革
マツダは前述の製品開発部門や生産部門だ

けでなく、カタログや店舗も大きく改革し
た。ブランドスタイル統括部が、製品デザイ
ンやカタログ、店舗などの顧客との接点の様
式を統一したのである。たとえば、製品デザ
インの担当者が店舗デザインも担当すること
により、質の高い統一的なブランド様式を作
り上げている。このことは店舗での経験を生
み出し、首尾一貫した同社のブランド体験を
生み出すことにつながっている。

同社にとって店舗は、顧客のCX上、重要
なタッチポイントである。同社のクルマに感
動してもらうには、製品だけでなく、製品を
体感する「場」をいかにタッチポイントとし
て、感動的な場所に演出するかが非常に重要
なことである。そのため、ブランドスタイル

統括部が顧客とのタッチポイントを一貫し、
デザイン様式の統一を図り、顧客に対する感
動的なCXの提供を目指している。

Ⅳ	 ブランディング強化に向けて

ブランディング強化に向けてマーケティン
グで取り組むべきことには、①社会的課題解
決によるブランディング、②ビジョンと製
品・サービス開発への落とし込み、③リソー
スの明確化と整備、④ブランドを体感させる
CXのデザイン、⑤ブランディングでの成功
体験の共感と共鳴とストーリー化、がある。

1	 社会的課題解決による
	 ブランディング

日本企業には元来、長期的視点が根強くあ
った。近江商人の「三方よし」は、売り手、
買い手、世間（社会）が共に満足しないと商
売は永続できないと言っている。これはCSV

（Creating Shared Value）の考え方である。
ヤンマーは、ミッションステートメントと

ブランドステートメントを策定し、自社が行
うべき社会的課題を明確にした。同社は、創
業100年を迎えるに当たり、2012年にミッシ
ョンステートメントを策定した。さらに、現
代社会が抱える多様な問題や要請に向き合っ
て社会の発展にさらに貢献するために、創業
から100年以上受け継がれてきた創業者の精
神を、16年にブランドステートメント「A 
SUSTAINABLE FUTURE」として昇華し
た。同社のブランディング活動は創業の理念
に立ち返り、自社が解決すべき社会的課題を
明確にした上で、ブランドステートメントと
いう形で解決への決意を表明している。
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マツダも同様である。「サステイナブル
Zoom-Zoom宣言2030」において、地球の環
境保全に取り組み、豊かで美しい地球と永続
的に共存できる未来を築いていくとしてい
る。クルマのライフサイクル全体を視野に入
れて、「Well-to-Wheel」という考え方に基づ
いたCO2削減の取り組みの本格化を宣言する
ことにより、同社は課題解決への決意を表明
している。

環境、社会、ガバナンスの観点で持続性の
ある経営をすることは、企業のゴーイングコ
ンサーンである。それに伴い、企業にとって
は、社会的課題の解決によって社会と共感で
きる価値を創出するというブランディングが
より一層重要になる。自社がどのような社会
的課題の解決を目指すかを明確にし、その思
いをブランドステートメントに込めるのであ
る。

2	 ビジョンと製品・サービス開発
	 への落とし込み

ブランディングを推進する上で、ブランド
を確立するためのビジョンとそれに基づく製
品・サービス開発への落とし込みを行う。

マツダは、2006年に次世代製品の開発を始
めたが、12年から環境規制が厳しくなると分
かっていたため、このままだと生き残れない
という強い危機感からクロスファンクション
チームにより、同社の製品開発におけるビジ
ョンを作り上げた。前述のように、バックキ
ャスティング型で次世代製品のあり方を定め
ていったのである。これは15年に向けたコー
ポレートビジョンとして策定され、その中で
次世代技術商品開発が推進され、スカイアク
ティブ・テクノロジー、魂動デザインが生み

出された。
ブランディングにおいては、ビジョンと

個々の製品との一貫性が求められる。つま
り、製品を通したビジョンの具現化である。

3	 リソースの明確化と整備
ビジョンを実現するためには、リソースを

明確にしなければならない。マツダの場合は
「Zoom-Zoom」を実現するために、職人技と
量産の両立という課題があった。そして、職
人技を持つ生産技術者やデザイナーなどが非
常に重要なリソースであると判断したのであ
る。よって同社は、非常に高いレベルの職人
的技術を有するデザイナーや生産ラインの技
術者を適切に処遇できる評価制度を構築し
て、彼らのモチベーションを維持し、Zoom-
Zoomの具現化につなげている。

ブランドというものはさまざまな要素で構
成されている。製品だけでなく、購買体験、
使用体験といったことからももたらされる。
その中でブランドを構築するために必要な要
素を見極め、さらにそれらの要素のリソース
を明確にすることが必要となる。その上でブ
ランディングに関する共通認識を持ち、人材
のモチベーションを維持する評価制度の構築
を行う。

4	 ブランドを体感させる
	 CXのデザイン

デジタル時代のマーケティングに求められ
るのは、顧客との共創である。そのために、
いかにCXを創出するかがポイントであり、
顧客にどのような体験をしてほしいかなどに
ついて、CXのデザインが必要となる。たと
えば自動車であれば、CMや各種メディアへ
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店舗、およびレクサス専用カスタマーセンタ
ーが提供する「おもてなし」までの仕組み全
体で構成されている（図 5 ）。それらは、①
商談段階から一人一人の「Myレクサス」が
選べる楽しみの提供、②納車までの期待感を
高めるブランドコミュニケーション、③納車
時の感動の演出、④担当店舗によるロイヤル
カスタマー作り、⑤レクサスネットワークに
よるレクサス専用カスタマーセンターなど、
レクサスを所有することによる顧客の感動と
経験（エクスペリエンス）をデザインしてい
る。つまりレクサス事業は、店舗や提供され
るサービスなどを含め、顧客に提供される
CX全体でデザインされているのである。こ
うした一連のサービスが顧客のレクサスに対
する憧れを創出し、レクサスを所有した場合
のライフスタイルを提案し、新たなニーズを
創出している。

の広告で伝えられるブランドイメージだけで
なく、検討段階での接客、ショールーム体
験、Webサイトから収集されるメッセージ、
購買から納車に至る体験など、これら一つ一
つがブランドを構築する重要な要素である。

マツダはショールームや製品自体をタッチ
ポイントとして磨き上げることで、従来の印
象と全く異なるショールームを再構築し、同
社の製品イメージをショールームでも具現化
した。魂動デザイン、Zoom-Zoomといった
同社がブランドとしたい価値を顧客に伝え、
感動を演出するタッチポイントを磨き上げて
いる。

トヨタ自動車も同様である。レクサス事業
において同社は、クルマの性能・機能に加え
て販売の仕組みにも工夫を凝らしている。レ
クサス事業は、ザ・リッツ・カールトンなど
をベンチマークしてサービス設計された販売

図5　トヨタ自動車 レクサスのCX おもてなしの仕組み

①一人一人の「Myレクサス」を
　お選びいただく楽しみの提供

②納車までの期待感を高める
　ブランドコミュニケーション

④担当店舗の100％CRによる
　ロイヤルカスタマー作り

⑤いつでもどこでも長く安心して
　お乗りいただける
　レクサスネットワーク

③これからお乗りいただく
　レクサス車との出会いを
　感動的に演出

①受注オーダー制
②全車種の展示車・試乗車設置
③現物・ITを活用した商談サポート
④レクサス統一金融・保険プログラム

①納車待ちプログラム
　レクサスオーナーズカードの発行
　レクサスホームページによる情報提供
　ウェルカムキットの贈呈

①レクサスケアメンテナンスプログラム
②各種システム・サポートツールによる漏れのない
　きめ細やかな活動
③店舗を軸としたおもてなしプログラム

①レクサス専用カスタマーセンター
　24時間緊急サポート
　全国レクサス店舗での整備情報の照会

①レクサス物流プログラム
②店頭納車セレモニー
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出所）高木晴夫『トヨタはどうやってレクサスを創ったのか─“日本発世界へ”を実現したトヨタの組織能力』ダイヤモンド社、
2007年
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いて、詳細に述べることとする。
日本企業がマーケティング機能を再構築す

るには、経営理念にさかのぼった上で、ビジ
ョンを実現するような価値を提供できる製
品、そしてCXをデザインし、顧客への提供
を行う事業活動全体を通じて、ブランディン
グ活動を行っていくことが求められている。

注

1	 出 所 は 電 気 事 業 連 合 会「FEPC INFOBASE 
2016」

2	 クルマのデザイン形状を確定させるため、粘土
で作るデザインモデル。デザイナーが描いたス
ケッチを立体にし、空力特性などさまざまな要
素の検討を行うためのもの
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アップルも同様である。アップルのブラン
ドを構成しているのは、製品のUI（ユーザ
ーインターフェース）など製品を通じた使用
体験だけでなく、アップルストアやWebサ
イトでの購買体験など購買後の体験も重要な
CXを構成している。ブランドはこうしたCX
一つ一つから構成されており、それらのCX
から顧客はメーカーへのフィードバックを行
うと同時に、こうした顧客、つまり市場から
の評価がブランドを創り上げていくのであ
る。

5	 ブランディングでの成功体験の
	 共感と共鳴とストーリー化

ヤンマーは、プレミアムブランド活動など
を通してブランディングを末端まで浸透させ
ていった。同社が実施したように、ブランド
ステートメントを明確にし、どのような価値
を実現したいのかを社員に浸透させる仕組み
が必要である。

その上で、さまざまなイベントによるブラ
ンディング活動のさらなる浸透、あるいは経
営理念についてのビデオを作成し、海外法人
への浸透を図っている。こうした活動を通じ
て社員同士が共感と共鳴を分かち合うことに
よって、ブランディングが社員の中でストー
リー化されていくことが、この展開において
最も重要である。次回（第 7 回）では、社内
でいかにブランディング活動を浸透させるか
という「インターナルブランディング」につ


